
 

議案第４２号 

 

 

   日進市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び日進市職員の育児休業等に関

する条例の一部改正について 

 

 

 日進市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び日進市職員の育児休業等に関する

条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和７年６月９日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

この案を提出するのは、仕事と生活の両立支援の充実を図るため、日進市職員の

勤務時間、休暇等に関する条例及び日進市職員の育児休業等に関する条例の一部を

改正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

（１）仕事と育児の両立支援制度の利用に係る職員の意向確認等の措置について、規

定を追加する。 

（２）育児に係る部分休業について、１年度につき条例で定める時間を超えない範囲

内で、１日の勤務時間の全部又は一部について勤務しないことを選択することが

できるようにする。 
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日進市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び日進市職員の育児休業等に関する 

条例の一部を改正する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

 (日進市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正) 

第1条 日進市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成7年日進市条例第1号)の一部を次のよ 

うに改正する。 

 

改正後 改正前 

(介護休暇) (介護休暇) 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者(配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者(第19条の2第1項において「配偶

者等」という。)で負傷、疾病又は老齢によ

り規則で定める期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるものをいう。以下同じ。)

の介護をするため、任命権者が、規則の定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介

護者の各々が当該介護を必要とする一の継

続する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通

算して6月を超えない範囲内で指定する期間

(以下「指定期間」という。)内において勤務

しないことが相当であると認められる場合

における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者(配偶者

(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。)、父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者(第19条第1項において「配偶者

等」という。)で負傷、疾病又は老齢により

規則で定める期間にわたり日常生活を営む

のに支障があるものをいう。以下同じ。)の

介護をするため、任命権者が、規則の定める

ところにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続

する状態ごとに、3回を超えず、かつ、通算

して6月を超えない範囲内で指定する期間

(以下「指定期間」という。)内において勤務

しないことが相当であると認められる場合

における休暇とする。 

2・3 略 2・3 略 

(妊娠又は出産等についての申出をした職員

等に対する意向確認等) 

 

第19条 任命権者は、日進市職員の育児休業等

に関する条例(平成4年日進町条例第1号)第2

3条第1項の措置を講ずるに当たっては、同条

の規定による申出をした職員(以下この項に

おいて「申出職員」という。)に対して、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資す 

る制度又は措置(次号において「出生時両 

立支援制度等」という。)その他の事項を 
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知らせるための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又

は申出(以下「請求等」という。)に係る申

出職員の意向を確認するための措置 

 

(3) 日進市職員の育児休業等に関する条例

第23条の規定による申出に係る子の心身

の状況又は育児に関する申出職員の家庭

の状況に起因して当該子の出生の日以後

に発生し、又は発生することが予想される

職業生活と家庭生活との両立の支障とな

る事情の改善に資する事項に係る申出職

員の意向を確認するための措置 

2 任命権者は、3歳に満たない子を養育する職

員(以下この項において「対象職員」という。)

に対して、市長が規則で定める期間内に、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資す

る制度又は措置(次号において「育児期両

立支援制度等」という。)その他の事項を 

知らせるための措置 

 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る

対象職員の意向を確認するための措置 

 

 (3) 対象職員の3歳に満たない子の心身の

状況又は育児に関する対象職員の家庭の

状況に起因して発生し、又は発生すること

が予想される職業生活と家庭生活との両

立の支障となる事情の改善に資する事項

に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

 

3 任命権者は、第1項第3号又は前項第3号の

規定により意向を確認した事項の取扱いに

当たっては、当該意向に配慮しなければな

らない。 

 

(配偶者等が介護を必要とする状況に至った

職員に対する意向確認等) 

(配偶者等が介護を必要とする状況に至った

職員に対する意向確認等) 

第19条の2 任命権者は、職員が配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったこ

とを申し出たときは、当該職員に対して、

仕事と介護との両立に資する制度又は措置

(以下この条及び次条において「介護両立支

第19条 任命権者は、職員が配偶者等が当該職

員の介護を必要とする状況に至ったことを

申し出たときは、当該職員に対して、仕事と

介護との両立に資する制度又は措置(以下こ

の条及び次条において「介護両立支援制度
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援制度等」という。)その他の事項を知らせ

るとともに、介護両立支援制度等の請求等

に係る当該職員の意向を確認するための面

談その他の措置を講じなければならない。 

等」という。)その他の事項を知らせるとと

もに、介護両立支援制度等の申告、請求又は

申出(次条において「請求等」という。)に係

る当該職員の意向を確認するための面談そ

の他の措置を講じなければならない。 

2 略 2 略 

(勤務環境の整備に関する措置) (勤務環境の整備に関する措置) 

第19条の3 略 第19条の2 略 

 

 (日進市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第2条 日進市職員の育児休業等に関する条例(平成4年日進町条例第1号)の一部を次のように改 

正する。 

 

改正後 改正前 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方公務員の育児休業等

に関する法律(平成3年法律第110号。以下「育

児休業法」という。)第2条第1項、第3条第2

項、第5条第2項(育児休業法第12条及び第19

条第6項において準用する場合を含む。)、第

7条、第8条、第10条第1項、同条第2項(育児

休業法第11条第2項において準用する場合を

含む。)、第14条及び第15条(これらの規定を

育児休業法第17条において準用する場合を

含む。)、第17条、第18条第3項並びに第19

条第1項から第3項まで及び第5項並びに地方

公務員法(昭和25年法律第261号)第24条第5

項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施

するため、職員の育児休業等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、地方公務員の育児休業等

に関する法律(平成3年法律第110号。以下「育

児休業法」という。)第2条第1項、第3条第2

項、第5条第2項(育児休業法第12条及び第19

条第3項において準用する場合を含む。)、第

7条、第8条、第10条第1項、同条第2項(育児

休業法第11条第2項において準用する場合を

含む。)、第14条及び第15条(これらの規定を

育児休業法第17条において準用する場合を

含む。)、第17条、第18条第3項並びに第19

条第1項及び第2項並びに地方公務員法(昭和

25年法律第261号)第24条第5項の規定に基づ

き、並びに育児休業法を実施するため、職員

の育児休業等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

(部分休業をすることができない職員) (部分休業をすることができない職員) 

第19条 育児休業法第19条第1項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 略 

(2) 勤務日の日数を考慮して市長が規則で

定める非常勤職員以外の非常勤職員(地方

公務員法第22条の4第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員を除く。次条にお

第19条 育児休業法第19条第1項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 略 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して市長が規則で定める非常勤

職員以外の非常勤職員(地方公務員法第22

条の4第1項に規定する短時間勤務の職を
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いて同じ。) 占める職員(以下「定年前再任用短時間勤

務職員等」という。)を除く。) 

(第1号部分休業の承認) (部分休業の承認) 

第20条 育児休業法第19条第2項第1号に掲げ

る範囲内で請求する同条第1項に規定する

部分休業(以下「第1号部分休業」という。)

の承認は、30分を単位として行うものとす

る。 

第20条 部分休業(育児休業法第19条第1項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。)の承

認は、正規の勤務時間(勤務時間条例第2条

から第5条までに規定する勤務時間(非常勤

職員(定年前再任用短時間勤務職員等を除

く。以下この条において同じ。)にあっては、

当該非常勤職員について定められた勤務時

間)をいう。)の始め又は終わりにおいて、 

30分を単位として行うものとする。 

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しない

子を育てる職員が、その子の保育のために

必要と認められる授乳等を行う場合に限

る。)又は勤務時間条例第15条の2第1項の規 

定による介護時間の承認を受けて勤務しな

い職員(非常勤職員を除く。)に対する第1号

部分休業の承認については、1日につき2時間

から当該特別休暇又は当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超

えない範囲内で行うものとする。 

2 勤務時間条例第14条の規定により市長が

規則で定める特別休暇(生後1年に達しない

子を育てる職員が、その子の保育のために

必要と認められる授乳等を行う場合に限

る。)又は勤務時間条例第15条の2第1項の規 

定による介護時間の承認を受けて勤務しな

い職員に対する部分休業の承認については、

1日につき2時間から当該特別休暇又は当該

介護時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものと

する。 

3 非常勤職員に対する第1号部分休業の承認

については、1日につき、当該非常勤職員に

ついて1日につき定められた勤務時間から5

時間45分を減じた時間を超えない範囲内で

(当該非常勤職員が前項に規定する特別休

暇に相当する休暇又は育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律(平成3年法律第76号)第61条の2

第20項の規定による介護をするための時間

(以下「介護をするための時間」という。)

の承認を受けて勤務しない場合にあって

は、当該時間を超えない範囲内で、かつ、 

2時間から当該休暇又は当該介護をするため

の時間の承認を受けて勤務しない時間を減

じた時間を超えない範囲内で)行うものとす

る。 

3 非常勤職員に対する部分休業の承認につ

いては、1日につき、当該非常勤職員につい

て1日につき定められた勤務時間から5時間

45分を減じた時間を超えない範囲内で(当

該非常勤職員が前項に規定する特別休暇に

相当する休暇又は育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律(平成3年法律第76号)第61条の2第20

項の規定による介護をするための時間(以

下「介護をするための時間」という。)の承

認を受けて勤務しない場合にあっては、当

該時間を超えない範囲内で、かつ、2時間か

ら当該休暇又は当該介護をするための時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間を超えない範囲内で)行うものとする。 

(第2号部分休業の承認)  
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第20条の2 育児休業法第19条第2項第2号に

掲げる範囲内で請求する同条第1項に規定

する部分休業(以下「第2号部分休業」とい

う。)の承認は、1時間を単位として行うも

のとする。ただし、次の各号に掲げる場合

にあっては、それぞれ当該各号に定める時

間数の第2号部分休業を承認することがで

きる。 

(1) 1回の勤務に係る日ごとの勤務時間に

分を単位とした時間がある場合であって、

当該勤務時間の全てについて承認の請求

があったとき 当該勤務時間の時間数 

 

(2) 第2号部分休業の残時間数に1時間未満

の端数がある場合であって、当該残時間数

の全てについて承認の請求があったとき

 当該残時間数 

 

(育児休業法第19条第2項の条例で定める1年

の期間) 

 

第20条の3 育児休業法第19条第2項の条例で

定める1年の期間は、毎年4月1日から翌年3

月31日までとする。 

 

(育児休業法第19条第2項第2号の人事院規則

で定める時間を基準として条例で定める時

間) 

 

第20条の4 育児休業法第19条第2項第2号の

人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分  

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日

1日当たりの勤務時間数に10を乗じて得た

時間 

 

(育児休業法第19条第3項の条例で定める特

別の事情) 

 

第20条の5 育児休業法第19条第3項の条例で

定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと、配偶者と別居した

ことその他の同条第2項の規定による申出

時に予測することができなかった事実が生

じたことにより同条第3項の規定による変
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更(以下「第3項変更」という。)をしなけれ

ば同項の職員の小学校就学の始期に達する

までの子の養育に著しい支障が生じると任

命権者が認める事情とする。 

(部分休業をしている職員の給与の取扱い) (部分休業をしている職員の給与の取扱い) 

第21条 職員が育児休業法第19条第1項に規定

する部分休業の承認を受けて勤務しない場

合には、その勤務しない1時間につき、給与

条例第23条第2項に規定する勤務1時間当た

りの給与額(非常勤職員にあっては、当該非

常勤職員の勤務1時間当たりの給与額又は報

酬額)を減額して支給する。 

第21条 職員が部分休業の承認を受けて勤務

しない場合には、その勤務しない1時間につ

き、給与条例第23条第2項に規定する勤務1

時間当たりの給与額(非常勤職員にあって

は、当該非常勤職員の勤務1時間当たりの給

与額又は報酬額)を減額して支給する。 

(部分休業の承認の取消事由)  (部分休業の承認の取消事由) 

第22条 育児休業法第19条第6項において準用

する育児休業法第5条第2項の条例で定める

事由は、職員が第3項変更をしたときとする。 

第22条 第13条の規定は、部分休業について準

用する。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年10月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 任命権者は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)前においても、改正後の日進市

職員の勤務時間、休暇等に関する条例第19条第2項の規定の例により、同項各号に掲げる措置

を講ずることができる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、同項の規

定により講じられたものとみなす。 

3 地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号)第19条第2項第2号に掲げる範囲

内において、施行日から令和8年3月31日までの間における部分休業の承認の請求をする場合に

おける改正後の日進市職員の育児休業等に関する条例第20条の4の規定の適用については、同

条第1号中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同条第2号中「10」とあるのは「5」

とする。 
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議案第４３号 

 

 

日進市税条例の一部改正について 

 

 

 日進市税条例の一部を次のとおり改正する。 

 

 

  令和７年６月９日提出 

 

 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

 

 

１ 提案理由 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い、日進市税条例の一部を改

正する必要があるからであります。 

 

２ 主な改正点 

（１）公示送達制度の見直しを行う。 

（２）特定親族特別控除を新設する。 

（３）加熱式たばこに係る市たばこ税の課税標準の見直しを行う。 
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日進市税条例の一部を改正する条例 

令和    年    月    日  

条 例 第      号  

日進市税条例(昭和29年日進町条例第5号)の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

(公示送達) (公示送達) 

第20条 法第20条の2の規定による公示送達

は、公示事項(同条第2項に規定する公示事

項をいう。以下この条において同じ。)を

地方税法施行規則(昭和29年総理府令第23

号。以下「施行規則」という。)第1条の8

第1項に規定する方法により不特定多数の

者が閲覧することができる状態に置く措置

をとるとともに、公示事項が記載された書

面を日進市公告式条例(昭和39年日進町条

例第7号)第2条に規定する掲示場に掲示

し、又は公示事項を市の事務所に設置した

電子計算機の映像面に表示したものの閲覧

をすることができる状態に置く措置をとる

ことによってするものとする。 

第20条 法第20条の2の規定による公示送達

は、日進市公告式条例(昭和39年日進町条

例第7号)第2条に規定する掲示場に掲示し

て行うものとする。 

(納税証明事項) (納税証明事項) 

第20条の3 施行規則第1条の9第2号に規定す

る事項は、道路運送車両法(昭和26年法律

第185号)第59条第1項に規定する検査対象

軽自動車又は二輪の小型自動車について天

災その他やむを得ない事由により種別割を

滞納している場合においてその旨とする。 

第20条の3 地方税法施行規則(昭和29年総理

府令第23号。以下「施行規則」という。)

第1条の9第2号に規定する事項は、道路運

送車両法(昭和26年法律第185号)第59条第1

項に規定する検査対象軽自動車又は二輪の

小型自動車について天災その他やむを得な

い事由により種別割を滞納している場合に

おいてその旨とする。 

(所得控除) (所得控除) 

第33条の2 所得割の納税義務者が法第314条

の2第1項各号のいずれかに掲げる者に該当

する場合には、同条第1項及び第3項から第

11項までの規定により雑損控除額、医療費

控除額、社会保険料控除額、小規模企業共

済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震

保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除

額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配

第33条の2 所得割の納税義務者が法第314条

の2第1項各号のいずれかに掲げる者に該当

する場合には、同条第1項及び第3項から第

11項までの規定により雑損控除額、医療費

控除額、社会保険料控除額、小規模企業共

済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震

保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除

額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配
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偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控除

額又は特定親族特別控除額を、前年の合計

所得金額が2,500万円以下である所得割の

納税義務者については、同条第2項、第6項

及び第11項の規定により基礎控除額をそれ

ぞれその者の前年の所得について算定した

総所得金額、退職所得金額又は山林所得金

額から控除する。 

偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控

除額を、前年の合計所得金額が2,500万円

以下である所得割の納税義務者について

は、同条第2項、第6項及び第11項の規定に

より基礎控除額をそれぞれその者の前年の

所得について算定した総所得金額、退職所

得金額又は山林所得金額から控除する。 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者

は、3月15日までに、市長の定める様式に

よる申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第317条の6第1項又は第4項

の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から

1月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で、前年中において給

与所得以外の所得又は公的年金等に係る所

得以外の所得を有しなかったもの(公的年

金等に係る所得以外の所得を有しなかった

者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に

規定するものを除く。)、小規模企業共済

等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所

得金額が900万円以下であるものに限る。)

の法第314条の2第1項第10号の2に規定する

自己と生計を一にする配偶者(前年の合計

所得金額が95万円以下であるものに限

る。)で控除対象配偶者に該当しないもの

に係るものを除く。)、法第314条の2第4項

に規定する扶養控除額若しくは特定親族特

別控除額(特定親族(同条第1項第12号に規

定する特定親族をいう。第35条の3の2第1

項第3号及び第35条の3の3第1項において同

じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下で

あるものに限る。)に係るものを除く。)の

控除又はこれらと併せて雑損控除額若しく

は医療費控除額の控除、法第313条第8項に

規定する純損失の金額の控除、同条第9項

に規定する純損失若しくは雑損失の金額の

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者

は、3月15日までに、市長の定める様式に

よる申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第317条の6第1項又は第4項

の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から

1月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で、前年中において給

与所得以外の所得又は公的年金等に係る所

得以外の所得を有しなかったもの(公的年

金等に係る所得以外の所得を有しなかった

者で社会保険料控除額(令第48条の9の7に

規定するものを除く。)、小規模企業共済

等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所

得金額が900万円以下であるものに限る。)

の法第314条の2第1項第10号の2に規定する

自己と生計を一にする配偶者(前年の合計

所得金額が95万円以下であるものに限

る。)で控除対象配偶者に該当しないもの

に係るものを除く。)若しくは法第314条の

2第4項に規定する扶養控除額の控除又はこ

れらと併せて雑損控除額若しくは医療費控

除額の控除、法第313条第8項に規定する純

損失の金額の控除、同条第9項に規定する

純損失若しくは雑損失の金額の控除若しく

は第33条の7の規定により控除すべき金額

(以下この条において「寄附金税額控除

額」という。)の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかった者」とい
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控除若しくは第33条の7の規定により控除

すべき金額(以下この条において「寄附金

税額控除額」という。)の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において

「給与所得等以外の所得を有しなかった

者」という。)及び第26条第2項に規定する

者(施行規則第2条の2第1項の表の上欄の

(二)に掲げる者を除く。)については、こ

の限りでない。 

う。)及び第26条第2項に規定する者(施行

規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く。)については、この限りで

ない。 

2～9 略 2～9 略 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給

与所得者」という。)で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する給与等の支払者(以下

この条において「給与支払者」という。)

から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該給与支払者を経由して、市長に提出し

なければならない。 

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給

与所得者」という。)で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に経由す

べき同項に規定する給与等の支払者(以下

この条において「給与支払者」という。)

から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該給与支払者を経由して、市長に提出し

なければならない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～6 略 2～6 略 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除

く。以下この項において「公的年金等」と

いう。)の支払を受ける者であって、特定

配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己

と生計を一にする配偶者(退職手当等(第51

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除

く。以下この項において「公的年金等」と

いう。)の支払を受ける者であって、特定

配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己

と生計を一にする配偶者(退職手当等(第51
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条の2に規定する退職手当等に限る。以下

この項において同じ。)に係る所得を有す

る者であって、合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)をいう。第2号におい

て同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未満の者

又は控除対象扶養親族であって退職手当等

に係る所得を有する者に限る。)若しくは

特定親族(退職手当等に係る所得を有する

者であって、合計所得金額が85万円以下で

あるものに限る。)を有する者(以下この条

において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第203条

の6第1項に規定する公的年金等の支払者

(以下この条において「公的年金等支払

者」という。)から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則

で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならな

い。 

条の2に規定する退職手当等に限る。以下

この項において同じ。)に係る所得を有す

る者であって、合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)をいう。第2号におい

て同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未満の者

又は控除対象扶養親族であって退職手当等

に係る所得を有する者に限る。)を有する

者(以下この条において「公的年金等受給

者」という。)で市内に住所を有するもの

は、当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第203条の6第1項に規定する公的年

金等の支払者(以下この条において「公的

年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族の氏名 

(4) 略 (4) 略 

2～5 略 2～5 略 

附 則 附 則 

(加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準

の特例) 

第16条の2の2 令和8年4月1日以後に第84条

の2第1項の売渡し又は同条第2項の売渡し

若しくは消費等(次項において「売渡し

等」という。)が行われた加熱式たばこ(第

84条第1号オに掲げる加熱式たばこをい

い、第85条の2の規定により製造たばこと

みなされるものを含む。以下この条におい

て同じ。)に係る第86条第1項の製造たばこ

の本数は、同条第3項の規定にかかわら

ず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める方法により換算した

紙巻たばこ(第84条第1号アに掲げる紙巻た
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ばこをいう。以下この項及び次項において

同じ。)の本数によるものとする。 

(1) 葉たばこ(たばこ事業法第2条第2号に

規定する葉たばこをいう。)を原料の全

部又は一部としたものを紙その他これに

類する材料のもので巻いた加熱式たばこ

(当該葉たばこを原料の全部又は一部と

したものを施行規則附則第8条の4の2に

規定するところにより直接加熱すること

によって喫煙の用に供されるものに限

る。) 当該加熱式たばこの重量(フィル

ターその他の施行規則附則第8条の4の3

に規定するものに係る部分の重量を除

く。以下この項から第3項までにおいて

同じ。)の0.35グラムをもって紙巻たば

この1本に換算する方法。ただし、当該

加熱式たばこの1本当たりの重量が0.35

グラム未満である場合にあっては、当該

加熱式たばこの1本をもって紙巻たばこ

の1本に換算する方法 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たば

こ 当該加熱式たばこの重量の0.2グラ

ムをもって紙巻たばこの1本に換算する

方法。ただし、当該加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの重量が4グラム未満で

ある場合にあっては、当該加熱式たばこ

の品目ごとの1個をもって紙巻たばこの2

0本に換算する方法 

2 前項の規定により加熱式たばこのうち同

項第1号ただし書の規定の適用を受けるも

の及び同項第2号ただし書の規定の適用を

受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこ

の本数に換算する場合における計算は、売

渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごと

の1個当たりの重量に当該加熱式たばこの

品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各

号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重

量を紙巻たばこの本数に換算する方法によ

り行うものとする。 

3 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこ

の品目ごとの1個当たりの重量に0.1グラム
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未満の端数がある場合には、その端数を切

り捨てるものとする。 

4 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第85条

の2の規定により製造たばことみなされる

ものに限る。)のうち、次に掲げるものに

ついては、同号ただし書の規定は、適用し

ない。 

(1) 第1項第1号に掲げる加熱式たばこと

併せて喫煙の用に供されるもの 

(2) 第1項第2号に掲げる加熱式たばこ(第

85条の2の規定により製造たばことみな

されるものを除く。)と併せて喫煙の用

に供される加熱式たばこ(同条の規定に

より製造たばことみなされるものに限

る。)であって当該加熱式たばこのみの

品目のもの 

 

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和8年1月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

(1) 附則第16条の2の次に1条を加える改正規定及び附則第4条の規定 令和8年4月1日 

(2) 第20条及び第20条の3の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正する法律

(令和5年法律第1号)附則第1条第12号に掲げる規定の施行の日 

(公示送達に関する経過措置) 

第2条 改正後の日進市税条例(以下「新条例」という。)第20条の規定は、前条第2号に掲げる

規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示送達については、な

お従前の例による。 

(市民税に関する経過措置) 

第3条 新条例第33条の2及び第35条の2第1項ただし書の規定は、令和8年度以後の年度分の個人

の市民税について適用し、令和7年度分までの個人の市民税については、なお従前の例によ

る。 

2 令和8年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第35条の2第1項の規定の適用

については、同項ただし書中「特定親族特別控除額(特定親族(同条第1項第12号に規定する特

定親族をいう。第35条の3の2第1項第3号及び第35条の3の3第1項において同じ。)(前年の合計

所得金額が85万円以下であるものに限る。)に係るものを除く。)」とあるのは、「特定親族
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特別控除額」とする。 

3 新条例第35条の3の2第1項の規定は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後に

支払を受けるべき新条例第35条の2第1項ただし書に規定する給与について提出する新条例第3

5条の3の2第1項及び第3項の規定による申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき

改正前の日進市税条例(以下「旧条例」という。)第35条の2第1項ただし書に規定する給与に

ついて提出した旧条例第35条の3の2第1項及び第3項の規定による申告書については、なお従

前の例による。 

4 新条例第35条の3の3第1項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法(昭和40年法律

第33号)第203条の6第1項に規定する公的年金等(同法第203条の7の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提出する新条例第35条の3の3第

1項の規定による申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提

出した旧条例第35条の3の3第1項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

(市たばこ税に関する経過措置) 

第4条 次項に定めるものを除き、附則第1条第1号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課

すべきであった加熱式たばこ(新条例附則第16条の2の2第1項に規定する加熱式たばこをい

う。次項において同じ。)に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

2 令和8年4月1日から同年9月30日までの間に、日進市税条例第84条の2第1項の売渡し又は同条

第2項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第86条第1項の製造たば

この本数は、同条第3項及び新条例附則第16条の2の2の規定にかかわらず、次に掲げる製造た

ばこの本数の合計数によるものとする。 

(1) 日進市税条例第86条第3項の規定により換算した紙巻たばこ(新条例附則第16条の2の2第1

項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。)の本数に0.5を乗じて計算した製造た

ばこの本数 

(2) 新条例附則第16条の2の2の規定により換算した紙巻たばこの本数に0.5を乗じて計算した

製造たばこの本数 

3 前項各号に掲げる製造たばこの本数に1本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨て

るものとする。 
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議案第４４号 

令和７年度日進市一般会計補正予算（第３号）について 

令和７年度日進市一般会計補正予算（第３号）を次のとおり提出します。 

  令和７年６月９日提出 

日進市長 近 藤 裕 貴

提案理由 

地方自治法第２１８条第１項に基づき提案するものであります。 

-1-





令和７年度（第３号）

日進市一般会計補正予算書 



令和７年度日進市一般会計補正予算（第３号） 

令和７年度日進市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１３，５０５千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３４，０６６，６５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和７年６月９日提出 

日進市長 近 藤 裕 貴  

-4-
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令和７年度（第３号）

日進市一般会計補正予算説明書



-8-



-9- 



-10-



-11-



-12-



-13-



-14-
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３ 歳

幹統計費 46,510 2,560 49,070 2,560
県

2,560

計 46,593 2,560

　

49,153 2,56

 

２

0

款　

　３款　民生費 　２

総

項　児童福祉費

務

3. 保

費

育所費 4,383,8

　

46 2,442 4,3

５

86,288 4,36

項

0 △6,279 4,3

　

61
県 負

 

統計

4,360 △ 1

調

,467
使

査費

△ 4,812

補　

計

正

8,540,273 2

　

,442 8,542,

額

715 4,360 △6

出

　

,279 4,361

の　

　

財

３款　民生費 　３項　

　

生活保護費

源

1. 生活保

　

護総務費 57,018

内

1,982 59,00

　

0 1,382 600
国

訳
目

1,

既

265
県

 定

117

 額 補 正 

計

額

319,018 1,9

計

82 321,000 1

特

,382 600

　　

　４款

定

　衛生費 　２項　清掃

　

費

　

2. 塵芥処理費 1,

財

191,319 8,4

　

86 1,199,80

　

5 8,486

源 一般財

計 1,461,

源

118 8,486 1,

国

469,604 8,4

県

86

支出金 地方債 その他

2. 基
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款

　節

2,560

　

11.役務費 1

総

,791 手数料 1,7

務

91 基幹統計事務
1,

費

791　

　

派遣手数料
400

３

　調査員業務委

款

託料
369

　

12.委託料 769 　

民

調査地図作成業務委託

生

料

費
　

1

４

9.扶助費 2,442

款

公立保育園管理運営事

　

業
財源補正

衛

2,442

生

認可保育所

費

等支援事業
2,442

単

　施設型給

位

付費

：千

1,982

円

1.報酬

節

65 非常勤職員報酬 6

説

5 生活保護事業
62

　

　社会保障生計調査員　　　１人
　家庭の生活実態及び生活意識に関する調査員

37.報償費 41 報償金 41 　１人
41　社会保障生計調査報償金
6

　

　消耗品費
1,

明

87010
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0
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8,486助及び交付 　尾三衛生組合負担金

金

　２
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28,235 83,451 111,686 63,553 19,898
国

　６

60,988
県

款　

2,565

農林水産業費 　１項
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1 244,199 63

額

,553 27,098
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7
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3. 農業振興費
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款
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金
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金
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84 消耗品費 4,084 災害対策推進事業
4

　

,084　

節

消耗品費

　６

2
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給　 書

円) の 計 共済費 合　計 備考

年間支給 手　当 手　当 手　当

(人) (千円) (千円) 率(月分) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補

正

後

長　等 3 30,606 14,450 161 45,217 16,

与

038 61,255

3.45

議　員 20 106,193 44,268 150,461 28,667 179,128

3.45

その他
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計 1,761 277,26

　

7 30,606 58,718 161 366,752 44,705 411,457

補

正
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費
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比

較

長　等 0 0 0 0 0 0 0

0.00

議　員 0 0 0 0 0 0

0.00

その他

の 2 65 65 65

特別職

計 2 65 0 0 0 65 0 65

特

明
別職

給　 　与　

　

　費

期末手当 地　域

細

寒冷地 その他

区　分 職

　

員数 報　酬 給　料 (千
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議案第４５号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

（野方三ツ池公園線／橋梁下部＜橋脚＞工事） 

 

 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

 

  令和７年６月９日提出 

 

 

                        日進市長 近 藤 裕 貴   

 

 

                                     記 

 

１ 工 事 名   野方三ツ池公園線／橋梁下部＜橋脚＞工事 

２ 工 事 場 所   日進市野方町地内 

３ 契 約 の 金 額   金２４７，５００，０００円 

４ 契約先の名称   株式会社山本工務店 

５ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

 

 

提案理由 

  この案を提出するのは、日進市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるためです。 
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議案第４５号 参考資料 

 

 

１ 契約先概要 

（１）契約先の名称  株式会社山本工務店 

（２）所在地     愛知県日進市岩崎町神明乙８５番地 

（３）代表者     代表取締役 山本 悦司 

 

２ 履行期間 

  着手  契約日の翌日 

  完了  令和８年３月２７日 

 

３ 工事概要 

市道野方三ツ池公園線の二級河川天白川に架かる橋梁の橋脚を整備するもの。 

 

４ 業務内容  

   橋脚 １橋 

本体コンクリート工 

 躯体部：４２０立方メートル フーチング部：３８０立方メートル 

作業土工 

 床掘：２，０８０立方メートル 

仮締切工 一式 

仮桟橋工 一式 

仮設道工 一式 
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図 示
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野方三ツ池公園線/
橋梁下部＜橋脚＞工事
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設計条件
市道　野方三ツ池公園線

道 路 規 格

RC合成床版 t=240mm

路　線　名

第4種 第1級

V=60km/h設 計 速 度

B活荷重設 計 荷 重

大型車交通量

計 画 交 通 量

条

道
路

件

橋　　　名

橋　　　長

桁　　　長

支　間　長

総　幅　員

新野方大橋(仮称)

74.300m

29.300m + 43.800m

74.800m

19.300m～20.300m

有効幅員　歩道2.00m + 自転車道2.000m 

+ 車道9.500m～10.500 + 自転車道2.000m + 歩道2.000m
幅 員 構 成

斜　　　角
A1橋台：56°30'0"　A2橋台：77°0'0"

P1橋脚：59°30'0"

平 面 線 形

縦 断 勾 配

横 断 勾 配

R=∞

1.176%

条

幾
何

件

上　部　工

床　　　版

鋼2径間連続鈑桁橋

VCL 2.564%

1.500% 1.500% 1.500% 1.500%

舗　　　装

防　水　層

下　部　工

アスファルト舗装 車道部t=80mm 歩道部t=30mm

塗膜系防水層

橋台：逆T式橋台　橋脚：壁式橋脚

基　礎　工 橋台：杭基礎　橋脚：直接基礎

支　　　承 A1・A2：可動ゴム支承　P1：固定ゴム支承

形

構
造

式

活　荷　重 B活荷重

重要度区分

地 盤 種 別

地域別補正係数

B種の橋

Ⅱ種地盤

条

地
震

件

A2地区(Cz=1.0、CⅠz=1.0、CⅡz=1.0)

kh=0.25

 -

概

設
計

要

上部工(主桁)

下　部　工

基　礎　工

部分係数法(平面格子解析)

部分係数法

 -

耐 震 設 計

L2時の塑性部材

地　　　形

手

設
計

法

支　持　層 砂質土（新第三紀砂質土層Ts）

液　状　化 中間層に液状化層有り

条

地
盤

件

表層に沖積層等が薄く分布し、その下位に

新第三紀層が分布している。

鋼　　材

防 食 仕 様

コンクリート工

上
部

SM400, SM490Y, SS400, S10T（M22）

σck=27N/mm2(床版), σck=24N/mm2(地覆)

重防食塗装

下
部

コンクリート

鉄　　筋

基
礎

A1・A2・P1：σck=24N/mm2

A1・A2・P1：SD345

コンクリート

鉄　　筋

σck=24N/mm2

A1・A2・P1：SD345

(場所打ち杭：呼び強度σck=30N/mm2)

条

料
の

件

材

裏　込　め　土
単位体積重量：γ=19.0kN/m3

せん断抵抗角：φ=30°

部分係数法

部分係数法

主　　桁

床　　版
上
部

下　部　工

基　礎　工

トラッククレーン一括架設

現場打ちコンクリート

現場打ちRC橋台、RC橋脚

場所打ち杭　φ1200
施

作
・

工

製

管

維
持

理

定期点検(5年/回)

異 常 時 点 検

床版取替え時

塩　害　対　策

橋梁設計の手引き(令和元年7月)愛知県建設局

道路橋示方書・同解説(平成29年11月)日本道路協会
適 用 示 方 書

上・下部工：橋梁点検車(大型)

上・下部工：検査路(上部工のみ検査を設置)

 -

交通規制により施工

塩害の影響は受けない

10000台/日

1194台/日

橋梁一般図(その2)

全　　　葉の内　　　号

日進市野方町地内

図 面 番 号

縮　　　尺

図面の種類

施工箇所名

路  線  名

工  事  名

橋梁一般図(その2)

図 示
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